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研究成果の概要（和文）：本研究を通して、面会交流問題の解決は、民法等の実体法規範を適用して紛争を解決
する家事司法システムだけでなく、面会交流を実施するための相談支援メカニズムやミディエーションなどの協
調的な解決メカニズムを組み合わせた形でその実効化を図る必要があること、また子どもや被害者が安心して離
婚後の家族関係に取り組めるように、DVや虐待からの被害者保護と家族法システムとの有機的な連携が重要な課
題であることが確認された。さらに、子どもの最善の利益の実現のためには、子どもの権利主体性の保障が求め
られ、紛争解決やその実施過程において子ども自身の気持ちや意向を適切に尊重する取組みが必要とされること
が明らかになった。

研究成果の概要（英文）：Through this study, it became clear that it is necessary to implement the 
solution of the child visitation disputes in a combination of family suppport services and 
cooperative dispute resolution mechanisms such as mediation. In addition, it was confirmed that the 
development of a system for protecting victims from domestic violence and child abuse and its 
organic cooperation with the family law system are extremely important so that children and victims 
can work on family relationships after divorce safely and without fear. Furthermore, it became clear
 that it is important to guarantee the rights of children in solving problems in order to realize 
the best interests of children, and that it is necessary to appropriately hear and respect the views
 of children in the process of dispute resolution and its implementation.
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  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
令和６年の改正により、離婚後共同親権の導入など、親権、監護権、面会交流に関する新たな規律が民法に設け
られた。改正法の下で面会交流を実効化していくためには、本研究が明らかにしたように、裁判外での協議を支
援するメカニズムの構築や、DVや虐待への対応と司法との有機的連携などが重要な課題となる。改正法では、子
どもの人格の尊重のために、子どもの意見表明権の保障が重要な課題とされるようにもなった。アメリカやオー
ストラリアでの取り組みや子どもの意見表明権の保障に関する本研究の成果は、それ自体の学術的意義に加え
て、日本における今後の制度設計や改善のために参照されるべき、社会的意義のあるものであると考えられる。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。
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１．研究開始当初の背景 
 日本の法的・社会的システムは、面会交流の問題を実効的に解決できていない。2011 年
度の離婚後母子世帯における面会交流実施率は27.7 ％(厚生労働省平成23年度全国母子世
帯等調査結果報告)にすぎない。多くの子どもは離婚で一方の親との関係を失い、両親に育
てられる子の権利（児童の権利条約 18 条）は大多数の離婚後家庭で実現していない。面会
交流が実施されているケースでも、離婚後も父母の対立に巻き込まれ続ける子の精神的苦
悩は大きく、将来を悲観した別居親の心中の道連れにされるといった甚大な被害も生じて
いる（朝日新聞 2017 年 9月 21 日）。また、国境を越えた子の奪取が国際問題となり、2014
年に日本もいわゆるハーグ子奪取条約に加盟したが、子の奪取による他方の親との断絶や、
奪取の応酬という悲惨な事態は、国内でも多発している。このような状況において、面会交
流をめぐる問題や紛争の実効的な解決の仕組みを研究することの意義は大きい。本研究は、
それに取り組むものである。 
 
２．研究の目的 
 本研究は、離婚後に別れて暮らすことになった親と子どものあいだで、子どもの利益にか
なう面会交流の実現させるために、崩壊してしまった家族関係の再生をいかに支援すべき
かについての新たな法的枠組み及び援助システムを提示することを目的とするものである。 
日本、オーストラリア、アメリカの家族法システムの比較法社会学研究を通じて、子どもの
利益に適う面会交流を実現させるために、新たな法的枠組み及び援助システムを提示する
ことをめざす。 
 
３．研究の方法 
 研究方法として、面会交流に関する取り決めとその実施にかかわる法的・社会的システム
の比較法社会学研究を行う。比較研究の対象国を、面会交流の問題を抱える家族関係への公
的支援を、主に裁判所の法的紛争解決メカニズムを拡充させることによって提供してきた
アメリカと、裁判所での法的紛争解決に加えてコミュニティレベルでの家族関係支援シス
テムの構築にも力を入れてきたオーストラリアとする。 
 
４．研究成果 
 本研究を通じて得られた知見をまとめると、以下のようになる。子どもの面会交流問題の
解決は、民法などの実体法上の規定を整備することに加えて、面会交流に取り組む当事者へ
の様々な支援や相談対応のメカニズム、ミディエーションなどの協調的な紛争解決メカニ
ズムを有機的に組み合わせた形でその実行化を図る必要がある。また DV や児童虐待から
の被害者の保護が日本では脆弱と言われるところ、子どもや被害者が安心して離婚後の家
族関係に取り組むためには、安全の確保が前提条件として重要であり、これらに対応するメ
カニズムの整備や家族法システムとの連携の構築も重要な課題となる。本研究において明
らかにした通り、アメリカやオーストラリアにおいては、様々な社会的資源と連携した形で
面会交流紛争解決システムが構築されており、そうした制度の在り方や実務における運用
は、日本における制度改革や制度構築に向けて大きな示唆を与えるものとなっている。また



本研究を通じて、面会交流などの離婚後の子どもをめぐる問題の解決においては、子どもの
最善の利益を一番に追求すべきであり、そのためには子どもを親の所有物のように扱うよ
うなことは許されず、子どもの権利主体性を保障することが重要な課題とされるべきであ
ることが明確化された。紛争解決の過程においてもその実施過程においても、子ども自身の
気持ちや意向が適切に尊重される必要があり、そのために、家事司法システムの抜本的な改
革が必要になることが明らかになった。 
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